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【2014年政策・制度要求】 

国土交通省と総合要求について交渉！ 
交運労協は、4月 9日 14時より、国土交通省 11階特別会議室において、「2014

年政策・制度要求」の総合要求について国土交通省から回答を受けた。交運労

協からは藤井議長以下 17名が出席するとともに、政策推進議員懇談会の髙木

義明衆議院議員、近藤昭一衆議院議員、辻元清美衆議院議員にも同席いただい

た。 

冒頭、国交省を代表して奈良平

総合政策局次長が挨拶し、「交運労

協の皆様の国土交通行政に対する

ご理解に感謝したい。本日の貴重

な機会を今後の行政に活かしてま

いりたい。また、交通政策基本法

を成立させることができたことに

も御礼申し上げたい。法を具体化

するものである交通政策基本計画

については夏頃には中間とりまと

めをしたいと考えている」と述べた。交運労協からは藤井議長が挨拶し、「本

日はご多用なところお集まりいただき感謝したい。皆さんと意見交換しなが

ら、私どもの政策・制度要求を前進させていきたい。交通政策基本法が成立し

たが、地域の皆さんが安心して移動できるシステムをつくっていかなければな

らないと考えている」と述べた。 

続いて、髙木議員、近藤議員、辻元議員から挨拶をいただいた後、以下の要

求について、各担当局からの回答を受けた。回答内容については、政策委員会

で確認後、地方交運労協をはじめ、各構成組織に送付することとする。 

以 上 
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＜2014年政策・制度要求(総合要求)＞ 

 

１．「交通政策基本法」に基づく交通政策基本計画の策定などについて 

２．安全・安定輸送の確立と災害・震災対策などについて 

３．電力供給不足への対応について 

４．地域公共交通確保維持改善事業について 

５．ＪＲ・地方鉄道など公共交通の経営安定化に向けて 

６．高速道路料金に関する政策について 

７．海上コンテナ安全輸送対策等について 

８．観光立国の実現に向けて、国民への観光政策の周知と取り組みの強化につ

いて 

９．改正タクシー３法について 

10.安全性優良事業所および「貸切バス事業者安全性評価認定制度」の認定取

得の促進に向けた施策について 

11.外国人労働力の営業用車両の運転業務への導入について 

12.日本人船員の確保・育成等について 

13.船内廃棄物の受け入れ施設の充実について 

14.税制関係について 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


